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　県が金融機関に対して利子補給を行うことにより、
各種の目的に対応した融資制度を設け、地域経済を支え
る県内中小企業者の金融の円滑化を図るもの。
　県経済の発展のため、県内中小企業者への資金繰り支
援をさらに充実することが必要である。
　
　ア　中小企業制度融資利子補給費(新規分)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　615,500千円
　イ　中小企業制度融資利子補給費(継続分)
　　　　　　　　　　　　　　　　　  9,547,279千円

（１）事業内容
　　ア　融資枠　　　　3,600億円　(うち利子補給対象資金　2,900億円)
　　イ　利子補給額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  10,162,779千円
　　　(ｱ)　令和５年度の新規融資実行分に対する利子補給　　　  615,500千円
　　　(ｲ)　令和４年度以前の融資実行分に対する利子補給　　  9,547,279千円

（２）事業計画（令和４年度からの主な変更点）
　　ア　借換えに対応した資金の充実
　　　　いわゆる「ゼロゼロ融資」の無利子期間終了等に伴う借換需要に対応するため、伴走支援型経営改資金の融資枠
　　　を拡充するとともに、利子補給率を引き上げ、利用者負担を軽減する。
　　イ　ポストコロナに向けた前向き資金の充実
 　　 (ｱ)　ポストコロナにおける持続可能な社会の実現に向け、設備投資促進資金のカーボンニュートラル要件を拡充
         し、サーキュラーエコノミーの取組も対象とする。
 　　 (ｲ)　企業を取り巻く自然災害等のリスクに対し、ＢＣＰを策定し事業継続への取組を行う県内中小企業を支援す
　　　　 るため、産業創造資金にＢＣＰ策定企業の要件を創設する。
　　ウ　企業再生に対応した資金の拡充
　　　  特に経営状況の苦しい企業の再生に向けた取組を支援するため、企業パワーアップ資金の融資限度額を拡充
      する。

（３）事業効果
　　　中小企業者の金融の円滑化、県経済の活性化

（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　商工団体（商工会議所・商工会）や金融機関による広報活動や融資相談など

２　事業主体及び負担区分
  (国10/10) 県0
　(県10/10)

３　地方財政措置の状況
　普通交付税措置
　（区分）商工行政費　（細目）中小企業振興指導費
　（細節）中小企業金融対策費

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
　9,500千円×2.4人＝22,800千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比国庫支出金 繰 入 金 諸 収 入

決定額 10,162,779 1,278,788 8,081,072

前年額 13,395,595 135,000 1,152,216 11,691,437 416,942

― 産業労働部 56 ―

稼げる力の向上

802,919 △3,232,816

変化に向き合う中小企業・小規模事業者の支援



 

事業名

単位事業名 予算額 615,500千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 615,500 240,000 利子補給費
　中小企業向け制度融資3,600億円分
　利子補給率0.075%～0.7%

債務負担行為設定あり　令和6年度以降分　7,321,500千円

合計 615,500 240,000

単位事業名 予算額 9,547,279千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 9,547,279 △3,472,816 利子補給費
　中小企業向け制度融資令和4年度以前実行分
　利子補給率0.075%～1.5%

合計 9,547,279 △3,472,816

事業内訳書

中小企業制度融資利子補給費

中小企業制度融資利子補給費（新規分）

主な内容

中小企業制度融資利子補給費（継続分）（指定経費）

主な内容


